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活性化を図るスマート市役所を実現すること。

施策の方向 市民サービスのオンライン化

マイナンバーカードを利用してのコンビニ交付サービスが浸透し、利用件数が大幅に増加した。
■ 計画どおり   

令和　５年度 マイナンバーカード普及事業は、申請数の増加により普及率が上昇した。
□ 遅延         

の評価
□ 進展なし     

■ 維持　　　　 引き続き、コンビニ交付サービスの利用促進とマイナンバーカードの交付割合を高めていく。

今後の方向性 □ 拡大　　　　 なお、令和6年度からは、人口に対する保有枚数率を指標とし、保有枚数率の上昇に努める。
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